
 

 

２０２２年度事業計画及び収支予算等の承認の件 

 

 

日本電信電話ユーザ協会は、公益財団法人として２大事業である「テレコミュニケーショ

ン教育事業」及び「ＩＣＴ活用推進事業」の普及拡大に向け、各種施策や会員サービスの充

実等に取り組んでいるところです。 

２０２１年度については、昨年度同様に新型コロナウイルスの影響を鑑み電話応対コンク

ール全国大会のリモート開催、地区大会おける集合、リモート開催の併用をはじめ、ＩＣＴ 

セミナーのオンラインでの開催、感染対策を考慮した様々な施策を展開し、協会自らが新た

なサービスやデジタル技術を利用した業務の見直し等を積極的に実施してきた一年でありま

した。 

２０２２年度事業運営においても日本全体で with コロナといった、新型コロナウイルス感

染防止対策の徹底を基本とした事業運営が当たり前となる中、公益財団法人として普く広く

協会事業のプレゼンス向上に向け、これまで以上に全国各地の商工会議所との連携強化を図

り、協会会員のみならず各地商工会議所会員の方々等にも、事業運営の発展に資するような

情報発信、活動の充実を図って参ります。 

テレコミュニケーション教育事業においては、電話応対コンクール、企業電話応対コンテ

スト、電話応対技能検定等を通じて、参加企業における電話応対品質の向上や参加者のスキ

ルアップ等にお役立ていただき、また、ＩＣＴ活用推進事業については、いわゆるニューノ

ーマルに対応した中小企業のＤＸ導入支援やセキュリティ対策、ＩＣＴを活用したテレワー

クによる働き方改革の事例などの紹介、オンラインでのセミナー提供等をさせて頂きたいと

考えます。 

また、「e ラーニングサービス」については根強い人気があります「新入社員及び若手社員 

向け」の自学自習コンテンツ等を充実させる等、更に皆さまにも普く広く提供して参ります。 

当協会では、コロナウイルス等の影響により減少した「テレコミュニケーション教育事

業」への参加者の拡大を目指すとともに、全国の商工会議所等との連携を更に強固なものと

し中小企業の皆様へＤＸ導入の一助となるよう、相互のホームページや機関誌、メルマガ等

を活用して各種情報を広く周知、発信していくことにより、テレコミュニケーション教育事

業やＩＣＴ活用推進事業の普及、発展を通じて、地方創生、地域活性化に寄与した事業展開

を目指していきます。 

 

Ⅰ 基本方針  

  

テレコミュニケーション教育事業については、より多くの方にご活用いただけるように 

広く事業紹介及び参加勧奨を行うとともに、事業内容の更なる充実に取り組みます。 

また、ＩＣＴ活用推進事業については、様々な問題解決に向けたＤＸ導入や働き方改革

等を更に推進したＩＣＴ活用事例等のご紹介により、皆さまの課題解決にお役立ていただ

ける情報発信を積極的に行って参ります。 

 



 

Ⅱ 具体的な取り組み  

 

１．テレコミュニケーション教育事業 

（１）電話応対コンクールについては、ＩＣＴを活用して大会の運営方法をリモート方式で

行うなど、各地域の状況に応じて参加しやすい方法で開催するとともに、様々な機会を

とらえて事業の紹介を行い参加拡大に取り組みます。また、参加者及び参加企業にとっ

て有意義な内容となるよう充実を図ります。 

◆目標延参加人数：１０，４００名 

（参考）過去３年間の参加者数の推移 

開催年度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

参 加 者 数(名) １０，３３３ ７，６９０ ７，９４９ 

 

（２）企業電話応対コンテストについては、事業内容の説明に加えて参加企業からいただい

た参加の意義等に関する情報を紹介するなど、様々な機会をとらえて参加拡大に向けた

取り組みを強化します。 

◆目標参加事業所数：４７０事業所 

（参考）過去３回の参加事業所数・参加企業数の推移 

開催年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２１年度 

参加事業所数（所） ４５２ ４２５ ３０９ 

参加企業数（社） １６６ １３８ ８８ 

（注）２０２０年度は未開催 

（３）電話応対技能検定については、電話応対コンクール等様々な事業の機会を捉えて、検

定の仕組みを人材育成の手段として活用いただくことについて提案するとともに、合格

者に対し上位級へのチャレンジを促すなど、受検者数の拡大に取り組みます。また、受検

者にとって更に有意義な内容となることを目指して、時代にあった設問を加えるなど内

容の充実を図ります。 

◆目標受検者数：１２，７００名 

（参考）過去３年間の受検者数の推移 

実施年度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

指導者級 ５０ ３４ ４１ 

１  級 ４０８ ２７１ ２２７ 

２  級 １，７１１ ７０８ ６４０ 

３  級 ２，９００ １，９１９ ２，３９０ 

４  級 ７，４９５ ５，３５８ ５，０７０ 

合  計（名） １２，５６４ ８，２９０ ８，３６８ 

                           （注）２０２１年度は見込み値 

（４）電話応対・ビジネスマナー等研修については、リモート方式を活用するなど、地域

の状況に応じて参加しやすい方法で開催するとともに、参加者のビジネススキルの向

上や参加事業所のＣＳ向上等にお役立ていただけるよう内容の充実に取り組みます。 



 

２．ＩＣＴ活用推進事業 

（１）ＩＣＴ活用推進事業については、新型コロナウイルスの影響を考慮し、全国から視聴

可能なオンラインでのセミナーを開催する等、ＩＣＴを活用した取り組みを積極的に実

施してきました。 

（２）２０２２年度においても、引き続きテレワーク推進による「働き方改革」は勿論のこ

と、欧米と比較し日本においては取り組みが遅れていると言われているＤＸ※1 導入、コ

ールセンタの補助的な問合せ方法である「chatbot」※2等で利用され、今後も様々なシーン

での利用が期待されている「ＡＩ（人工知能）」の活用など、ＩＣＴ活用推進セミナーの 

主要テーマとしてご提供していきます。 

※１ ＤＸ 

・Digital Transformation/デジタルトランスフォーメーションの略語であり、企

業が外部環境（顧客、市場）の劇的な変化に対応しつつ、内部環境（組織、文

化、従業員）へ変革を牽引しながら、第３のプラットフォーム（クラウド、モ

ビリティ、ビックデータ/アナリティクス、ソーシャル技術）を利用して、新し

い製品やサービス、新しいビジネスモデルを通して、ネットとリアルの両面で

の顧客エクスペリエンス（経験から生じる印象や認識）の変革を図ることで価

値を創出し、競争上の優位性を確立すること。 

※２ chatbot（チャットボット） 

  ・インターネットを利用したリアルタイムコミュニケーション手法である「チャ

ット」とロボットの略である、人間に代わって一定のタスクや処理を自動化す

るプログラムである「ボット」を組み合わせた言葉で、人工知能を利用した自

動会話プログラムのこと。 

 

（参考）過去３年間のＩＣＴセミナーの開催回数、参加者数、参加事業所数の推移 

開催年度  ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

開 催 回 数（回）  ５３９ ２８９ ３６０ 

参 加 者 数（名）  １７，２５４ １４，４０９ １４，６００ 

参加事業所数（所）  １１，３０３ １１，２３９ １１，３００ 

（注）２０２１年度は見込み値 

 

３．会員サービスの充実及び新規会員獲得活動の強化 

今後とも会員企業のご意見の収集を積極的に進め、今年１月に更改した会員管理システ

ムの情報を活用し、サービスの充実を図ることにより、会員企業の当協会事業に対するプ

レゼンスの向上、及び会員の方々の満足度の向上を目指すとともに、新規会員獲得活動も

強化して参ります。 

 

 

 

 



Ⅲ ２０２２年度収支予算等 

 

２０２２年度正味財産増減予算書は、次表のとおりです。 

なお、資金調達の見込みについては、借入の予定はありません。 

また、設備投資の見込みについては、重要な設備投資の予定はありません。 

  

 


